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中国九州間連系設備の費用便益評価結果の

基本要件時との比較について

（報告）

2025年9月2日

広域系統整備委員会事務局

第92回 広域系統整備委員会
資料３



1今回のご説明内容

◼ 前回の本委員会において、中国九州間連系設備の費用便益評価の結果についてご確認いただくとと
もに、費用負担割合等の案についてご確認いただいたことから、当機関にて決定のうえ、費用負担候
補者に対して通知した。

◼ 一方で、基本要件時よりB/Cが全体的に増加した理由等について、より丁寧に説明することが必要と
のご意見をいただいた。

◼ そのため、本日は、基本要件時と比較し、便益が増加した要因について、改めて説明する。



2（参考）中国九州間連系設備に係る工事概要

中国電力ネットワーク ・ 九州電力送配電 ・ 電源開発送変電ネットワーク
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赤線：増強範囲

提出された実施案 検証小委にて評価した実施案 （参考）基本要件

概算工事費 4,549億円※ 4,412億円（△137億円） 3,700～4,100億円程度

概略工期 13年６ヵ月 11年程度～13年６ヵ月 ６～9年程度

※ 提出された実施案には契約・発注時点までの物価変動（+2%/年）や災害等の不測の事態による工事費増（+10%）を想定した工事費も記載されているが、この費用を
含まない額。

対策工事概要

工事費・工期

事業実施主体

第91回広域系統整備委 資料1
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3費用便益評価の算定結果について（基本要件時との比較）

◼ 費用便益評価の算定結果について、今回と基本要件で比較。（検討ケースが多いことから幅で提示）

◼ 基本要件時と比較して、今回はB/Cが全体的に増加。また、供給計画ケースの上限は他より数倍大きい。
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4（参考）中国九州間連系設備の費用便益評価（B/C）について（詳細）

パターン 1 2 3 4 5 6

前提条件

評価期間 22年 40年

割引率 ４％ ２％ 1％ ４％ ２％ 1％

燃料費・CO2対策ｺｽﾄ 低下～高騰

アデカシー便益 下限 上限 下限 上限 下限 上限 下限 上限 下限 上限 下限 上限

便益(Ｂ)

［億円］

燃料費・CO2対策ｺｽﾄ
3,505～
5,150

4,318～
6,392

4,827～
7,172

4,895～
7,320

6,843～
10,333

8,257～
12,525

アデカシー
便益

供給計画ケース 800 15,321 976 18,699 1,087 20,808 1,099 20,961 1,519 28,938 1,824 34,718

目標停電量ケース 229 2,567 278 3,121 309 3,466 309 3,482 425 4,781 508 5,721

送電ロス
▲127～
▲192

▲152～
▲231

▲168～
▲255

▲167～
▲252

▲224～
▲339

▲266～
▲402

費用(Ｃ)

［億円］
工事費・運転維持費 5,585 6,799 7,557 6,621 8,663 10,077

Ｂ/Ｃ※
（赤字は
B/C≧1）

供給計画ケース
0.75
～
1.03

3.35
～
3.63

0.76
～
1.05

3.36
～
3.66

0.76
～
1.06

3.37
～
3.67

0.88
～
1.23

3.88
～
4.23

0.94
～
1.33

4.10
～
4.49

0.97
～
1.38

4.24
～
4.65

目標停電量ケース
0.65
～
0.93

1.06
～
1.35

0.65
～
0.95

1.07
～
1.37

0.66
～
0.96

1.08
～
1.37

0.76
～
1.11

1.24
～
1.59

0.81
～
1.20

1.32
～
1.71

0.84
～
1.25

1.36
～
1.77

※ 災害等の不測の事態による工事費増（+10%）を想定した工事費を考慮した場合、費用便益評価（B/C）は9%程度減少するが、おおむねのケースが
１を超える。

第91回広域系統整備委 資料1
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5（参考）基本要件時の中国九州間連系設備の費用便益評価（B/C）について（詳細）
第75回広域系統整備委 資料2

（2024/2/26）
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広域的取引拡大

アデカシー便益

費用便益評価の算定結果について（パターン１の基本要件時との比較）

◼ 費用負担割合で採用したパターン１（評価期間22年、割引率4%）の条件におけるB/Cの内訳を
下図に示す。

◼ 今回は、基本要件時に比べ、広域的取引拡大（燃料費・CO2対策コスト低減＋送電ロス）便益
が増加することにより、全ケースにおいて、B/Cが増加する傾向となっている。

◼ また、今回は、アデカシー便益の幅が大きく、供給計画ケースの停電コストベースの便益が大きくな
る傾向となっている。

前提
条件

アデカシー便益
(使用コスト)

供給計画ケース 目標停電量ケース 目標停電量ケース

下限
(調達)

上限
(停電)

下限
(停電)

上限
(調達)

下限
(停電)

上限
(停電)

燃料費・
CO2対策コスト

下限 上限 下限 上限 下限 上限

〇 Ｂ／Ｃ（パターン１：評価期間22年、割引率4%）

基本要件

今回
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項 目
石炭※1 MACC※２ ACC※２ 計

今回 基本要件 今回 基本要件 今回 基本要件 今回 基本要件

発電量［増強無］（億kWh） 321.3 2,274.9 1,944.2 777.5 581.0 43.2 2,846.5 3,095.6

発電量［増強有］（億kWh） 320.8 2,271.5 1,936.4 776.1 578.0 44.6 2,835.3 3,092.2

発電削減量（億kWh） 0.5 3.4 7.7 1.4 3.0 ▲ 1.4 11.2 3.4

燃料費・CO2対策費用（円/kWh） 16.9 10.1 13.7 11.2 15.8 11.4 ー ー

燃料費等低減便益（億円） 8.3 34.4 105.9 15.9 47.3 ▲ 16.5 161.4 33.9

起動費低減便益（億円） 0.2 1.3 ▲ 4.7 1.1 0.1 ▲ 0.8 ▲ 4.4 1.6

便益合計（億円） 8.5 35.7 101.2 17.0 47.3 ▲ 17.3 157.0 35.4

広域的取引拡大（燃料費等低減＋送電ロス）便益の増加要因について

◼ 燃料費・CO2対策コスト低減の便益は、系統増強有無の全国メリットオーダーシミュレーションを行い、
電源の起動費を含めた総発電コストの差分により算定。

◼ 今回、石炭とLNG（MACC、ACC）の燃料費・CO2対策コストが逆転したことから、MACCが火力
電源の中で最大の発電量となり、MACCは起動や停止に柔軟性があることにより再エネとの差替量が
増加したことや、燃料費＋CO2対策コスト自体が増加したことにより、基本要件時よりも便益が増加。

〇石炭、MACC・ACCの便益（2030年頃の燃料費低下ケース） 注）他の燃種の火力もあるため、燃料費・CO2対策コスト低減便益の総額ではない

〇太陽光・風力の発電量（2030年頃の燃料費低下ケース）

項 目
太陽光・風力

今回 基本要件

発電量［増強無］（億kWh） 2,105.2 1,754.0

発電量［増強有］（億kWh） 2,115.7 1,757.3

発電増加量（億kWh） 10.5 3.3

【シミュレーションにおける起動停止条件】
※１ 起動停止時間：8時間、一日あたりの起動回数上限：1回
※２ 起動停止時間：4時間、一日あたりの起動回数上限：2回

注）MACC：More Advanced Combined Cycle
ACC： Advanced Combined Cycle



8（参考）系統増強による中国九州間の潮流変化について

2030年頃 2050年

通過電力量（年間利用率※） 2030年頃 2050年

今回

増強無 62.4億kWh（50.9%） 74.1億kWh（60.4%）

増強有 89.4億kWh（43.3%） 98.5億kWh（45.8%）

増強に伴う増加量 27.0億kWh 24.4億kWh

基本要件

増強無 89.0億kWh（58.2%） 110.8億kWh（68.7%）

増強有 111.7億kWh（50.1%） 133.2億kWh（60.9%）

増強に伴う増加量 22.7億kWh 22.4億kWh

（九州→本州向きを正）

※運用容量を基準に算出。既設関門連系線の運用容量は月毎・昼夜毎に設定
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今回 基本要件
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●増強による燃種別発電量の変化［億kWh］
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今回 基本要件
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●増強による燃種別発電量の変化［億kWh］ ※水素・ｱﾝﾓﾆｱ、自家発

原子力 LNG(MACC
・ACC)

石炭
LNG(CC・
Conv)・石油

再エネ
その他※

太陽光 風力 ﾊﾞｲｵﾏｽ 水力・地熱

九州
今回 0.0 3.4 ▲ 5.9 ▲ 6.4 19.0 4.9 2.5 0.0 0.1

基本要件 0.0 ▲ 7.4 3.1 ▲ 1.8 7.7 3.4 0.9 0.0 0.2

中国以東
今回 0.0 ▲ 6.5 ▲ 1.4 0.1 ▲ 4.5 ▲ 0.1 ▲ 1.4 0.0 0.1

基本要件 0.0 11.1 ▲ 14.1 ▲ 0.6 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 1.4 0.0 0.0



11第91回広域系統整備委 資料1
（2025/8/8）（参考）燃料費・CO2対策コスト
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◼ 停電コストベースのアデカシー便益は、系統増強により低減される停電期待量（EUE）に対して停
電コスト単価を乗ずることで算定。調達コストベースのアデカシー便益は、系統増強により削減された
必要供給力に対して調達コスト単価を乗ずることで算定。

◼ 供給計画ケースは、最新の供給計画におけるEUEに基づき、アデカシー便益を算定するもの。今回、
供給計画ケースのEUEが特に大きい状況であったことから、中国九州間連系設備の増強による効
果が大きく、停電コストの低減量が大きいため、他のケースに比べてアデカシー便益が大きい。

◼ 今後の電源動向等により、供給計画ケースのEUEは改善される可能性があり、その場合、目標停
電量ケース程度まで、アデカシー便益は低減する可能性もあることから、今回は幅で評価した。

アデカシー便益の増加要因について

〇 アデカシー便益（2030年頃） 〇 系統増強前後の停電コスト、調達コスト（2030年頃）
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◼ アデカシー便益について、マスタープランでは、停電コストや調達コストをベースに算定される
複数の便益のうち、確実に見込める便益にて評価することとした。

◼ 一方で、今後の評価では、容量市場において市場分断しているエリアがある状況等も考
慮し、停電コストベースや調達コストベースの幅付きで評価することとした。

地域間連系線増強により当該エリア
の高い供給力を調達せずに済む便益

需要家支払い意思の
停電コストによる便益※1

下限 上限
容量市場のトレードオフ
曲線算定に用いられる
停電単価による便益※2

停電コストベースの便益調達コストベースの便益

マスプラでは算出された便益の幅
の中で少なくとも確実に見込める
便益を使用

※1 需要家支払い意思の停電コストの上限・下限
供給力不足による計画停電を前提として、大口事業所・中小事業所・個人へ停電コストにつ
いて、アンケートした結果をもとに、各需要電力量の割合で加重平均したもの。

※2 容量市場のトレードオフ曲線算定に用いられる停電単価による便益
トレードオフ曲線算定に用いられる停電コスト単価は、Net CONEとEUE計算から結果的に
算出されるもの。年度ごとに単価が大きく変動しており、B/Cの値が本単価に左右される懸念
が出てきたことから除外。

アデカシー便益は
幅をもって評価

＜アデカシー便益評価のイメージ＞

第91回広域系統整備委 資料1
（2025/8/8）

単価：3,050円/kWh 5,890円/kWh
単価：9,875円/kW

（参考）アデカシー便益の考え方



14（参考）地域間連系線増強による効果のイメージ

第82回調整力及び需給バランス評価等に関する
委員会 資料1（2023/2/10）を元に作成

◼ 地域間連系線増強による停電期待量（EUE）の低減効果は、一律とはならないことに留意。

◼ 例えば、下図（ａ）の状況にて地域間連系線を増強すると（ｂ）のような状況になり、（ｂ）の状
況にて地域間連系線を増強すると（ｃ）のような状況になるイメージ。増強規模が同じ場合、（ａ）
の状況にて地域間連系線を増強した場合の方が、停電期待量の低減効果は大きくなる。

（ａ） （ｂ）

（ｃ）

安定電源

需要カーブ

安定電源

需要カーブ

安定電源

需要カーブ

地域間連系線増強による停電期待量低減効果のイメージ

1年8,760時間による評価（年間EUE）

停電期待量 停電期待量

停電期待量（ｂ）

安定電源

需要カーブ

停電期待量

(a)→(b)の停電減少分

(b)→(c)の停電減少分

パターン①

パターン②



15（参考）中国九州間連系設備増強のアデカシー便益について

第91回広域系統整備委 資料1
（2025/8/8）

◼供給計画ケースと目標停電量ケースを参照し、両ケースのアデカシー便益の幅で評価。



16（参考）中部関西間連系線増強のアデカシー便益について

第80回広域系統整備委 資料2
（2024/5/31）

◼供給計画ケースを参照し、アデカシー便益を評価。


